
1 
 

出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 昭和 35(オ)1388 原審裁判所名 東京高等裁判所 

事件名 登記抹消等請求 原審事件番号  

裁判年月日 昭和 38 年 9 月 5 日 原審裁判年月日 昭和 35 年 8 月 1 日 

法廷名 最高裁判所第一小法廷   

裁判種別 判決   

結果 破棄差戻   

判例集等 民集 第 17 巻 8 号 909 頁   

 

判示事項 代表取締役の権限濫用の行為と民法第九三条。 

裁判要旨 株式会社の代表取締役が自己の利益のため会社の代表者名義でなした法律行為

は、相手方が右代表取締役の真意を知り、または、知りうべきものであつたと

きは、その効力を生じない。 

 

全 文 

主    文 

 原判決を破棄する。      

 本件を東京高等裁判所に差し戻す。 

理    由 

上告代理人大園時喜の上告理由第二点について。 

株式会社の代表取締役が、自己の利益のため表面上会社の代表者として法律行為をなした

場合において、相手方が右代表取締役の真意を知りまたは知り得べきものであつたときは、民

法九三条但書の規定を類推し、右の法律行為はその効力を生じないものと解するのが相当で

ある。 

しかるに、原判決は、訴外Ｄは、登記簿上上告会社の代表権限があるのを幸い、自己の利益

のために、上告会社所有の本件建物を被上告会社に売り渡したものであり、被上告会社は右の

事情を知りながら悪意でこれを買い受けたものであるから、右の売買契約は無効である旨の

上告会社の抗弁に対し、代表取締役が会社を代表して行為をする場合に、その経済的利益を自

己におさめる底意があつたという事実は何ら会社に対する効果に影響はないとの理由によ

り、果して上告会社が主張するとおり、訴外Ｄに背任的な権限濫用の行為があつたか否か、ま

た、被上告会社の知情の点如何を審理判断することなく、たやすくこれを排斥しているのであ

つて、ひつきよう法令の解釈を誤り、ひいては審理不尽、理由不備の違法あるを免れない。従

つて、論旨は理由があり、原判決は破棄すべきものである。 

よつて、その余の論旨に対する判断を省略し、民訴四〇七条一項に従い、裁判官全員一致の

意見で、主文のとおり判決する。 

（裁判長裁判官 入江俊郎 裁判官 下飯坂潤夫 裁判官 斎藤朔郎 裁判官 長部謹吾） 

 

 

※参考：不動産取引の紛争と裁判例〈増補版〉RETIO149 頁  

 


